
 

- 1 - 
 

答 申 第 1 1 1 号 

令和元年６月 20 日 

 
財 務 大 臣 
  麻 生 太 郎 殿 

 
関 税 等 不 服 審 査 会      

会 長  佐 藤 英 明   

 
 

答 申 書 

 
 

 令和元年５月 16 日付財関第 659 号をもって諮問のあった関税法（昭和 29 年法律第

61 号。以下「法」という。）第７条の 15 第２項の規定に基づく更正をすべき理由がな

い旨の通知に対する審査請求につき、当審査会の意見を次のとおり答申する。 

 なお、以下において使用する用語の意義は、下記のとおりである。 

 

 

記 

 

 本件各処分１   Ａ税関Ｂ出張所長、Ｃ税関Ｄ出張所長、Ｅ税関Ｆ支署長、Ｇ税

関Ｈ支署長及びＨ支署Ｉ出張所長が行った、別紙１の各「通知番

号」欄記載の通知番号の法第７条の 15 第２項の規定に基づく更

正をすべき理由がない旨の通知 

 

 本件各処分１－１ 本件各処分１のうち、Ａ税関Ｂ出張所長が行った別紙１の「通

知番号」欄記載の通知番号が「２」の処分を除いた処分 

 

 本件各処分２   Ｇ税関Ｈ支署長及びＨ支署Ｉ出張所長が行った、別紙２の各

「通知番号」欄記載の通知番号の法第７条の 15 第２項の規定に

基づく更正をすべき理由がない旨の通知 
 

意 見 

 
１ Ａ税関Ｂ出張所長が行った、別紙１の「通知番号」欄記載の通知番号が「２」

の処分の取消しを求める審査請求については、これを却下することが相当であ

る。 
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２ 本件各処分１－１及び２の取消しを求める審査請求については、これを棄却す

ることが相当である。 

 
理 由 

 

第１ 事案の概要 

 １ 本件各処分１及び２に至る経緯 

  ⑴ 審査請求人は、別紙１の各「輸入申告年月日」欄記載の日に、Ａ税関Ｂ出張

所長、Ｃ税関Ｄ出張所長、Ｅ税関Ｆ支署長、Ｇ税関Ｈ支署長及びＨ支署Ｉ出張

所長に対し、除草剤の原料である本件貨物１について、各「輸入申告番号」欄

記載の輸入申告番号の輸入（納税）申告（以下「本件各申告１」という。）を行

い、輸入許可を受けた。 

    また、審査請求人は、別紙２の各「輸入申告年月日」欄記載の日に、Ｈ支署

長及びＩ出張所長に対し、殺菌剤の原料である本件貨物２（本件貨物１と併せ

て、以下「本件各貨物」という。）について、各「輸入申告番号」欄記載の輸入

申告番号の輸入（納税）申告（以下「本件各申告２」といい、本件各申告１と

併せて以下「本件各申告」という。）を行い、輸入許可を受けた。 

  ⑵ 本件各申告に当たり審査請求人は、本件貨物１は関税定率法（明治 43 年法

律第 54 号。ただし、関税定率法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 16

号）による改正前のもの。）別表（以下「関税率表」という。）第 3808.93 号の

「除草剤、発芽抑制剤及び植物生長調整剤」に所属し協定税率 3.9 パーセント

の関税が課されるもの、本件貨物２は関税率表第 3808.92 号の「殺菌剤」に所

属し協定税率 3.9 パーセントの関税が課されるものと申告した。 

    なお、審査請求人は本件各申告に係る関税の納付に当たり、法第９条の２第

２項に基づく納期限の延長制度を利用している。 

  ⑶ 本件貨物１は、Ｊ原体（有効成分であるＪのみからなるもの）○パーセント、

本件添加物１－１（成分はＫ）○パーセント、本件添加物１－２（成分はＬ。

本件添加物１－１と併せて、以下「本件添加物１」という。）○パーセントを使

用して製造されている。 

    本件貨物２は、Ｍ原体（有効成分であるＭのみからなるもの。Ｊ原体と併せ

て以下「本件各原体」という。）○パーセント、本件添加物２－１(成分はＫ) 

○パーセント、本件添加物２－２（成分はＮ。本件添加物２－１と併せて以下

「本件添加物２」という。また、本件添加物１と本件添加物２を併せて以下「本

件各添加物」という。）○パーセントを使用して製造されている。 

    なお、審査請求人は本件各原体についても輸入しており、輸入申告に当たっ

ては関税率表第 29 類に含まれる物品として申告している。 

  ⑷ 審査請求人は、本件各貨物は農薬取締法（昭和 23 年法律第 82 号）において

は農薬の原料に当たるため、本件各原体と同様に関税率表第 29 類に含まれる
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物品に該当するのではないかと思い、平成 27 年 10 月、Ｇ税関長に対して、品

名「Ｊ原末」とする貨物（以下「照会貨物１」という。）と品名「Ｏ原末」とす

る貨物（以下「照会貨物２」といい、「照会貨物１」と併せて「各照会貨物」と

いう。）について、「事前教示に関する照会書」（以下「本件事前教示照会書」と

いう。）を提出した。 

    本件事前教示照会書によれば、照会貨物１及び２の成分は以下のとおりであ

る。 

    ・照会貨物１： Ｊ ○パーセント、鉱物質微粉等 ○パーセント（添加目

的は固結防止のため） 

    ・照会貨物２： Ｍ ○パーセント、鉱物質微粉等 ○パーセント（添加目

的は固結防止のため） 

  ⑸ Ｇ税関長は、同月９日付で、照会貨物１についての事前教示回答書（以下「本

件事前教示回答書１」という。）及び照会貨物２についての事前教示回答書（以

下「本件事前教示回答書２」といい、本件事前教示回答書１と併せて「本件各

事前教示回答書」という。）により、関税率表適用上の所属区分等について以下

のとおり回答した。 

    ・照会貨物１： 関税率表第 2933.99 号（「複素環式化合物（ヘテロ原子と

して窒素のみを有するものに限る。）」のうちの他の号に該当

しない「その他のもの」）に所属し協定税率 3.1 パーセント

の関税が課されるもの 

    ・照会貨物２： 関税率表第 2924.21 号（「カルボキシアミド官能化合物及

び炭酸のアミド官能化合物」のうちの「環式アミド（環式カ

ルバマートを含む。）及びその誘導体並びにこれらの塩」であ

る「ウレイン及びその誘導体並びにこれらの塩」）に所属し協

定税率 3.1 パーセントの関税が課されるもの 

  ⑹ 本件各事前教示回答書の交付を受けた審査請求人は、別紙１の各「更正請求

年月日」欄記載の日に、Ｂ出張所長、Ｄ出張所長、Ｆ支署長、Ｈ支署長及びＩ

出張所長に対し、本件貨物１は関税率表第 2933.99 号に該当するものであり、

協定税率 3.1 パーセントの関税が課されるものであるから、本件各申告１によ

り納付した税額は、税額等の計算が関税に関する法律の規定に従っていなかっ

たことにより過大であったとして、別紙１の各「更正請求番号」欄記載の更正

請求番号の更正の請求（以下「本件各更正請求１」という。）を行った。 

    また、別紙２の各「更正請求年月日」欄記載の日に、Ｈ支署長及びＩ出張所

長に対し、本件貨物２は関税率表第 2924.21 号に該当するものであり、協定税

率 3.1 パーセントの関税が課されるものであるから、本件各申告２により納付

した税額は、税額等の計算が関税に関する法律の規定に従っていなかったこと

により過大であったとして、別紙２の各「更正請求番号」欄記載の更正請求番

号の更正の請求（以下「本件各更正請求２」といい、本件各更正請求１と併せ
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て以下「本件各更正請求」という。）を行った。 

    審査請求人は、本件各更正請求１の理由の基礎となる事実を証明する書類と

して、本件事前教示回答書１と、Ｇ税関長が商品名Ｐとする貨物（以下「平成

12 年照会貨物」という。）について、平成 12 年 12 月５日付で発出した事前教

示回答書（以下「平成 12 年事前教示回答書」という。）を提出した。 

    平成 12 年照会貨物の成分含有量は、有効成分であるＪ ○パーセント、Ｋ 

○パーセント及びＬ ○パーセントであり、Ｇ税関長は当該貨物について関税

定率法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 17 号）による改正前の関税

率表第 3808.30 号の「除草剤、発芽抑制剤及び植物生長調整剤」に所属し協定

税率 3.9 パーセントの関税が課されるものと回答している。 

    また、本件各更正請求２の理由の基礎となる事実を証明する書類として、本

件事前教示回答書２を提出した。 

    なお、Ｇ税関長は、平成 29 年４月 17 日、本件各事前教示回答書は、輸入貨

物の適正な関税率表適用上の所属区分等を決定するための前提となる貨物概

要に合致しない貨物説明がなされたことに基づく回答書であるとして、関税法

基本通達（昭和 47 年３月１日蔵関第 100 号）７－18⑺イ(ﾛ)ⅱに基づき撤回し

た。 

 

 ２ 本件各処分１及び２について 

  ⑴ Ｂ出張所長、Ｄ出張所長、Ｆ支署長、Ｈ支署長及びＩ出張所長は、別紙１の

各「処分年月日」欄記載の日に、審査請求人に対し、本件貨物１は、含有する

鉱物質微粉等が関税率表第 29 類注１⒡に規定する「保存又は輸送のために必

要な安定剤（固結防止剤を含む。）」であることが確認できないことから、関税

率表第 29 類に含まれる貨物に該当せず、農薬用除草剤として使用される物品

であることから、関税率表第 38.08 項及び関税率表解説（平成 23 年 11 月 18

日財関第 1318 号）第 38.08 項の規定により、関税率表第 3808.93 号に該当す

るため更正をすべき理由がないとして本件各処分１を行った。 

  ⑵ また、Ｈ支署長及びＩ出張所長は、別紙２の各「処分年月日」欄記載の日に、

審査請求人に対し、本件貨物２は、含有する鉱物質微粉等が関税率表第 29 類

注１⒡に規定する「保存又は輸送のために必要な安定剤（固結防止剤を含む。）」

であることが確認できないことから、関税率表第 29 類に含まれる貨物に該当

せず、農薬用殺菌剤として使用される物品であることから、関税率表第 38.08

項及び関税率表解説第 38.08 項の規定により、関税率表第 3808.92 号に該当す

るため更正をすべき理由がないとして、本件各処分２を行った。 

 

 ３ 再調査の請求について 

  ⑴ 審査請求人は、別紙３の各「再調査の請求年月日」欄記載の日付の再調査の

請求書をもって、Ａ税関長に対し本件各処分１のうちＢ出張所長が行った別紙
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１「通知番号」欄記載の通知番号が「１」の処分の取消しを求め、Ｃ税関長に

対し本件各処分１のうちＤ出張所長が行った処分の取消しを求め、Ｅ税関長に

対し本件各処分１のうちＦ支署長が行った処分の取消しを求め、Ｇ税関長に対

し本件各処分１のうちＨ支署長及びＩ出張所長が行った処分及び本件各処分

２の取消しを求め、再調査の請求（以下「本件各再調査請求」といい、本件各

再調査請求において審査請求人が各税関長に提出した再調査の請求書、Ｃ税関

業務部税関訟務官をあて先とした平成 29 年６月 14 日付「再調査の請求に係る

証拠書類等の提出について」、Ｇ税関業務部税関訟務官をあて先とした同日付

「再調査の請求に係る証拠書類等の提出について」及び同月 28 日付「再調査

の請求に係る証拠書類等の提出について」を併せて、以下「本件再調査請求関

係書類」という。）を提起した。 

  ⑵ Ａ税関長、Ｃ税関長及びＥ税関長は本件貨物１について、Ｇ税関長は本件貨

物１及び２について、関税率表第 29 類注１⒡の規定を充足することが立証さ

れていないため関税率表第 29 類に含まれる貨物に該当しないと判断し、別紙

３の各「決定年月日」欄記載の日に、本件各再調査請求をそれぞれ棄却する決

定を行った。 

 

 ４ 審査請求について 

  ⑴ 審査請求人は、本件各再調査請求を棄却する決定を受け、本件各処分の取消

しを求め、平成 29 年 12 月 26 日付審査請求書（平成 30 年２月６日付で同人か

ら審査請求書の修正版が提出された。以下「本件審査請求書」という。）を財務

大臣に対して提出し審査請求を提起した。 

  ⑵ 平成 30 年２月 16 日、財務大臣は行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号。

以下「行審法」という。）第９条第 1項の規定に基づき、財務省職員Ｑを、本件

審査請求の審理手続を行う者である審理員に指名した。 

  ⑶ 同年７月６日、財務大臣は審理員に指名していた職員Ｑの指名を取り消し、

新たに財務省職員Ｒを審理員に指名した。 

  ⑷ 平成 31 年４月 22 日、審理員は行審法第 42 条第２項に基づき、審査庁がす

べき裁決に関する意見書を提出した。 

 

第２ 関係法令等の定め 

 １ 関税額の確定の方式及び申告について 

  ⑴ 法第６条の２第１項第１号は、本邦に入国する者がその入国の際に携帯して

輸入する貨物に対する関税や課税標準となるべき価格が 20 万円以下の郵便物

に対する関税等以外の関税について、納付すべき税額が納税義務者のする申告

により確定することを原則とする旨規定している。 

  ⑵ 法第７条第１項は、申告納税方式が適用される貨物を輸入しようとする者は、

税関長に対し、当該貨物に係る関税の納付に関する申告をしなければならない
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旨規定している。 

 

 ２ 更正の請求について 

  ⑴ 法第７条の 15 第１項は、納税申告をした者は、当該申告に係る税額等の計

算が関税に関する法律の規定に従っていなかったこと又は当該計算に誤りが

あったことにより、当該申告により納付すべき税額が過大である場合には、当

該申告に係る貨物の輸入の許可があるまで又は当該許可の日から５年以内に

限り、政令で定めるところにより、税関長に対し、その申告に係る税額等につ

き更正をすべき旨の請求をすることができる旨規定している。 

  ⑵ 同条第２項は、税関長は、更正の請求があった場合には、その請求に係る税

額等について調査し、更正をし、又は更正をすべき理由がない旨をその請求を

した者に通知する旨規定している。 

 

 ３ 更正の請求の手続について 

  ⑴ 関税法施行令（昭和 29 年政令第 150 号）第４条の 17 第１項は、更正の請求

をしようとする者は、次に掲げる事項等を記載した更正請求書を当該更正の請

求に係る貨物について納税申告をした税関長に提出しなければならない旨規

定している。 

   イ 当該更正の請求に係る貨物の輸入申告の年月日及び輸入申告書の番号等 

   ロ 当該更正の請求前の当該貨物の所属区分、課税標準、税率及び税額 

   ハ 当該更正の請求に係る更正後の当該貨物の所属区分、課税標準、税率及び

税額 

   ニ 当該更正の請求をする理由 

  ⑵ また、同条第２項は、当該更正の請求をする理由の基礎となる事実を証明す

る書類があるときは、更正請求書に添付する旨規定している。 

 

 ４ 関税率表適用上の所属区分に係る事前教示について 

  ⑴ 法第７条第３項は、税関は、納税義務者その他の関係者から同条第１項の申

告について必要な輸入貨物に係る関税率表の適用上の所属、税率、課税標準等

の教示を求められたときは、その適切な教示に努める旨規定している。 

  ⑵ 関税法基本通達７-17 は、上記⑴の教示は、原則として、文書により照会を

受け、文書で回答することにより行い、また、文書による回答は、一定の条件

の下で、輸入申告の際、回答書に記載された内容（中略）について尊重される

取り扱いが行われる旨規定している。 

 

 ５ 関税率表適用上の所属区分について 

  ⑴ 関税率表中の関税率表の解釈に関する通則（以下「通則」という。）１は、

「部、類及び節の表題は、単に参照上の便宜のために設けたものである。この
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表の適用に当たつては、物品の所属は、項の規定及びこれに関係する部又は類

の注の規定に従い、かつ、これらの項又は注に別段の定めがある場合を除くほ

か、次の原則に定めるところに従つて決定する。」と規定している。 

  ⑵ 通則６において、「この表の適用に当たつては、項のうちのいずれの号に物

品が属するかは、号の規定及びこれに関係する号の注の規定に従い、かつ、前

記の原則を準用して決定するものとし、この場合において、同一の水準にある

号のみを比較することができる。この６の原則の適用上、文脈により別に解釈

される場合を除くほか、関係する部又は類の注も適用する。」と規定されてい

る。 

  ⑶ 関税率表第 2924.21 号は、「カルボキシアミド官能化合物及び炭酸のアミド

官能化合物」のうちの「環式アミド（環式カルバマートを含む。）及びその誘導

体並びにこれらの塩」である「ウレイン及びその誘導体並びにこれらの塩」と

規定している。 

  ⑷ 関税率表第 2933.99 号は、「複素環式化合物（ヘテロ原子として窒素のみを

有するものに限る。）」のうちの他の号に該当しない「その他のもの」と規定し

ている。 

  ⑸ 関税率表第 3808.92 号は、「殺虫剤、殺鼠剤、殺菌剤、除草剤、発芽抑制剤、

植物生長調整剤、消毒剤その他これらに類する物品（小売用の形状若しくは包

装にし、製剤にし又は製品にしたもの（例えば、硫黄を含ませた帯、しん及び

ろうそく並びにはえ取り紙）に限る。）」のうちの「殺菌剤」と規定している。 

  ⑹ 関税率表第 3808.93 号は、「殺虫剤、殺鼠剤、殺菌剤、除草剤、発芽抑制剤、

植物生長調整剤、消毒剤その他これらに類する物品（小売用の形状若しくは包

装にし、製剤にし又は製品にしたもの（例えば、硫黄を含ませた帯、しん及び

ろうそく並びにはえ取り紙）に限る。）」のうちの「除草剤、発芽抑制剤及び植

物生長調整剤」と規定している。 

  ⑺ 関税率表第 29 類注１は次のとおり規定している。 

    「この類には、文脈により別に解釈される場合を除くほか、次の物品のみを

含む。 

     ⒜ 化学的に単一の有機化合物（不純物を含有するかしないかを問わない。） 

     ⒝ 同一の有機化合物の二以上の異性体の混合物（不純物を含有するかし

ないかを問わないものとし、飽和又は不飽和の非環式炭化水素にあつて

は、立体異性体以外の異性体の混合物（第二七類参照）を除く。） 

     ⒞ 第二九・三六項から第二九・三九項までの物品、第二九・四〇項の糖エ

ーテル、糖アセタール及び糖エステル並びにこれらの塩並びに第二九・

四一項の物品（この⒞の物品については化学的に単一であるかないかを

問わない。） 

     ⒟ ⒜、⒝又は⒞の水溶液 

     ⒠ ⒜、⒝又は⒞の物品を水以外の溶媒に溶かしたもの（当該溶媒に溶か
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すことが安全又は輸送のため通常行われ、かつ、必要な場合に限るもの

とし、特定の用途に適用するようにしたものを除く。） 

     ⒡ ⒜、⒝、⒞、⒟又は⒠の物品で、保存又は輸送のために必要な安定剤

（固結防止剤を含む。）を加えたもの 

     ⒢ ⒜、⒝、⒞、⒟、⒠又は⒡の物品で、アンチダスティング剤又は識別を

容易にするため若しくは安全のための着色料若しくは香気性物質を加

えたもの（特定の用途に適するようにしたものを除く。） 

     ⒣ ジアゾニウム塩及びそのカップリング成分並びにジアゾ化することが

できるアミン及びその塩で、アゾ染料生成用のもののうち標準的な濃度

にしたもの」 

  ⑻ 関税率表解説第 29 類総説（Ａ）は次のとおり規定している。 

    「製造（精製を含む。）の際又は製造（精製を含む。）の後に、ある目的を持

って加えられた他の物質を含有する化学的に単一の化合物は、この項から除

外される。（中略） 

     この類の化学的に単一の化合物は、水溶液にされたものを含む。また、こ

の解説の 28 類総説に記載されている限定と同様の限定にしたがって、水以

外の溶媒に溶かしたもの並びに安定剤、アンチダスティング剤又は着色剤を

添加したもの及びその溶液もこの類に含む。（中略）安定剤、アンチダスティ

ング剤又は着色剤の添加に関する 28 類の総説の規定は、この類の化合物に

ついても準用する。」 

  ⑼ 関税率表解説第 28 類総説（Ａ）は安定剤について次のとおり規定している。 

「ある化学品にその本来の物理性状を保つために添加する物品もまた安定剤

とみなされる。ただし、その添加量は目的を達成するための必要量を超えな

いものとし、添加により性質を変え又は特定の用途に適するようにするもの

であってはならない。上記の適用によりアンチケーキング剤（anti-caking 

agent）は、この類の物品に添加してあってもさしつかえない。」 

  ⑽ 関税率表第 38 類注は次のとおり規定している。 

    「この類には、次の物品を含まない。 

     ⒜ 化学的に単一の元素及び化合物。ただし、次の物品を除く。 

      ⑴ 人造黒鉛（第三八・○一項参照） 

      ⑵ 第三八・○八項に定める形状又は包装にした殺虫剤、殺鼠剤、殺菌

剤、除草剤、発芽抑制剤、植物生長調整剤、消毒剤のその他これらに

類する物品 

      ⑶～⑸ （省略） 

     ⒝～⒠ （省略）」 

  ⑾ 関税率表解説第 38 類総説 38.08⑵は次のとおり規定している。 

    「調製品の性格を有する場合は、その状態（例えば、液状、ウオッシュ又は

粉末状）を問わない。（中略） 
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     中間製品（直ちに使用できる殺虫剤、殺菌剤、消毒剤等を作るためには、

更に調合を要するもの）は、既に殺虫剤、殺菌剤等の性質を有しているもの

に限りここに分類される。」 

 

第３ 審査請求人の主張 

   審査請求人は、本件再調査関係書類、本件審査請求書、平成 30 年５月 14 日付

反論書、同年８月 31 日付回答書及び平成 31 年２月７日付回答書において、概要

以下のとおり主張している。 

 １ 本件各添加物について 

  ⑴ 本件各添加物の添加目的について 

    本件各添加物の添加目的は固結防止である。 

  ⑵ 本件各貨物原体の固結理由等について 

   イ Ｊ原体の固結理由は以下が考えられる。 

    (ｲ) 荷重による加圧や高温により一部が融解し再度固まること 

    (ﾛ) 空気中の水分と馴染み、粒子間に水が入り凝集（水分架橋）すること 

    (ﾊ) 静電気的な結びつき（固体表面の帯電による凝集）によること 

   ロ Ｍ原体の固結理由は、高い圧力下での融点低下により、粒子同士が固結す

ると推察される。 

   ハ Ｊ原体の融点は○℃と比較的低いため、固結を防止する目的で有効成分濃

度を低くする必要がある。Ｍ原体の融点は○℃とＪ原体と比べて高いため、

添加物の添加量は少なくなっている。 

     なお、有効成分濃度を低くしても有効成分の融点は変わらない。 

   ニ 各税関長は、本件各貨物の「Formulation Specification」（以下「製造仕

様書」という。）において、輸送時における許容温度は○℃となっていること

をもって、保存又は輸送環境において融点を超える高温に達することは考え

難いと主張するが、輸送時における許容温度が必ず守られるとは限らず、「輸

送中」及び「保管中」に想定される固結の原因となる条件下で安定な状態を

保つことを考慮している。輸送中の温度が○℃を超えることがあるかもしれ

ず、また、日本の湿気の多い夏季に空調のない倉庫において積み上げられて

保管されることがあるかもしれない。 

  ⑶ 本件添加物１－１及び２－１について 

    本件添加物１－１及び２－１であるＫは流動性を高め固結を防止する効果

がある一方、非常に高価であり、かつ、嵩高い物質である。 

    そのため、添加物をＫのみにすると製造した貨物のコストが高くなり、また、

嵩張ってしまう。 

  ⑷ 本件添加物１－２及び２－２について 

    本件添加物１－２であるＬ及び本件添加物２－２であるＮにはＫのような

固結防止効果はないが、有効成分濃度を低くするために添加している。 
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    これらは、一定量のＫとともに添加することにより固結防止効果が得られる

もので、有効成分の粒子間に存在することで固結防止の効果を発揮する。 

    また、ＬやＮのみで固結防止効果を得るためには大量に添加する必要がある

と考えられる。どの程度添加すればよいか明確ではないが、製造貨物の成分割

合において○割から○割を占めることになると考えられ、有効成分濃度よりも

高濃度になってしまい、農薬製剤製造に支障をきたし、また、運賃や保管費用

も上がってしまう。 

  ⑸ 本件各添加物が粉砕助剤としての機能を持つことについて 

   イ 各税関長は、本件各添加物が粉砕助剤として添加されていることが考えら

れ、粉砕助剤を加えたものは関税率表第 29 類注１⒡の規定を充足しないと

主張するが、本件各添加物は固結防止剤として添加している。 

   ロ 本件各原体は、粉砕時に粉じん爆発を起こす危険性があるため、高圧圧縮

空気を用いて固体物同士を衝突させ粉砕するエアジェットミル粉砕機によ

り粉砕する必要がある。本件各原体だけでも粉砕できると考えられるが、粉

砕促進が不十分で粉砕効率が上がらない。そのため、高圧圧縮空気のエネル

ギーが粉砕ではなく温度上昇などに変換され、安全性確保ができなくなり、

溶融・爆発する危険性が高まる。 

     なお、本件各原体は爆発性が高いため、添加物を加えずに粉砕作業をする

ような危険な作業、実験は行わないことから、原体だけで粉砕できることの

証拠資料はない。 

   ハ 農薬製剤の製造においては、有効成分濃度に偏りがなく、均一に混ざって

いる必要がある。このため農薬製剤製造時に有効成分は固まっていない粉末

の状態である必要がある。 

     本件各貨物の製造時において、本件各原体と本件各添加物を粉砕前に混合

するのは、本件各貨物中の有効成分が偏りなく均一に混ざっている必要があ

るためである。また、均一に本件各原体と本件各添加物が混合されることは

固結防止においても重要である。 

  ⑹ 本件各添加物の添加量について 

    本件各添加物の添加量は、期待する固結防止効果を得られる最低量である。 

    添加物を必要以上に添加すると、有効成分濃度が低くなり、最終農薬製剤を

検討する際の自由度が下がり、また、運送費や保管料等も余計にかかってしま

うこととなることから、最終農薬製剤の原価を抑えるために原材料だけでなく、

運送費、倉庫保管料、工場現場の効率化や無駄の排除等、あらゆる面からコス

ト削減に努めている当社の現状に反する。 

    添加物の成分と添加量は、最終的に農薬製剤に含まれることを前提として、

研究者が化合物の特性から判断し目途をつけ、高温下での加圧試験の後に決定

している。この際、何通りかの添加量で加圧試験を行うことはなく、「これくら

いで大丈夫だろう」と思われる量にて加圧試験を行い、問題がなければその量



 

- 11 - 
 

に決定する。 

    添加物の添加量を何通りか変え、固結を防止する限界の添加量を決めるよう

なことはしておらず、各添加物の量が目的を達成するための必要量を超えない

ことを示す資料はない。 

 

 ２ 本件各事前教示回答書について 

  ⑴ 本件貨物１及び２は関税率表第 38 類に所属するものとして輸入許可を得て

いたが、農薬取締法上は本件各原体と同様に農薬の原料として扱われるため、

関税率表適用上の所属区分は本件各原体と同様、第 29 類に該当するのではな

いかと思い至り事前教示照会を行ったところ、本件各事前教示回答書を得たも

のである。 

    本件各貨物のほかに、平成 24 年以降、関税率表第 38 類に所属するものとし

て輸入許可を得ていた品名Ｓ（以下「修正貨物」という。）についても、関税率

表上の所属区分は第 29 類に該当するのではないかと思い至ったため、Ｇ税関

長に対し事前教示照会を行ったところ、第29類に所属するとの回答があった。 

    事前教示照会に係る貨物と本件各貨物及び修正貨物は同一のものであるこ

とから、事前教示の結果、税率が下がることとなった本件各貨物については更

正の請求を、税率が上がることとなった修正貨物については修正申告を行うこ

ととし、更正の請求については更正をすべき理由がないとされたが、修正申告

は問題なく受け付けられた。 

    Ａ税関長、Ｃ税関長、Ｅ税関長及びＧ税関長は、事前教示回答書は過去に通

関した貨物の関税率表上の所属区分についてまで確定させるものではないと

主張するが、事前教示回答を根拠として行った当該修正申告は問題なく受け付

けられたのは如何なる理由によるものか。 

  ⑵ Ｇ税関長は本件各再調査請求に係る決定書において、本件各事前教示回答書

を撤回した理由について、輸入貨物の適正な関税率表適用上の所属区分等を決

定するための前提となる貨物概要に合致しない貨物説明がされたためとして

いるが、事前教示照会においては、添加物は保存又は輸送のために必要な安定

剤（固結防止剤）との説明以外していない。 

 

第４ 当審査会の判断 

 １ Ｂ出張所長が行った通知番号２の処分に対する審査請求について 

  ⑴ Ｂ出張所長が行った通知番号２の処分は、平成 29 年６月８日付「更正をし

ないことの通知書」をもって行われており、Ａ税関長の主張及びＡ税関長から

提出された証拠によれば、同日付で通関代理人である通関業者Ｔの担当者へ手

交されている。 

  ⑵ 行審法第 18 条第１項は審査請求期間について、「処分があったことを知った

日の翌日から起算して三月（当該処分について再調査の請求をしたときは、当
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該再調査の請求についての決定があったことを知った日の翌日から起算して

一月）を経過したときはすることができない。ただし、正当な理由があるとき

は、この限りでない。」と規定する。 

  ⑶ 当該処分について、「処分があったことを知った日の翌日から起算して三月

を経過したとき」とは同年９月８日になるところ、審査請求人は、同年８月 31

日付をもって提起したＡ税関長に対する再調査の請求において、当該処分につ

いて対象としておらず、本件審査請求において、初めて当該処分の取消しを求

めるものの、本件審査請求は同年 12 月 26 日に行われたものであるから、審査

請求期間を経過している。 

  ⑷ 三月を経過していることについて正当な理由がある場合は審査請求が認め

られるが、Ａ税関長の、当該処分に対する審査請求については審査請求期間を

経過しているため却下すべきであるとの主張に対して、審査請求人は正当な理

由が存在することについて何ら主張していないことから、三月を経過している

ことについて正当な理由があると認めることはできない。 

  ⑸ したがって、当該処分に係る審査請求は不適法である。 

 

 ２ 本件各処分１－１及び２の適法性について 

  ⑴ 更正の請求における立証責任について 

    関税法では、納付すべき税額が納税義務者のする申告により確定することを

原則とする申告納税方式を採用しており（法第６条の２第１項第１号）、申告

納税方式が適用される貨物を輸入しようとする者は、税関長に対し、当該貨物

に係る関税の納付に関する申告をしなければならない（法第７条第１項）。 

    また、法第７条の 15 第１項は、納税申告をした者は、その申告内容に過誤

があることを理由に更正の請求をなし得るとし、関税法施行令第４条の 17 第

１項は、請求者において更正請求書に、その請求前の当該貨物の所属区分、課

税標準、税率及び税額、当該更正の請求に係る更正後の当該貨物の所属区分、

課税標準、税率及び税額、当該更正の請求をする理由、その他参考となるべき

事項等を記載すべきものとし、同条第２項において、当該更正の請求をする理

由の基礎となる事実を証明する書類があるときは、当該書類を添付するものと

し、請求者において、その過誤の存在を明らかにすることを要求している。 

    申告納税制度は、納税者自身の判断と責任において課税標準及び税額等を計

算して申告を行い、それによって納付すべき税額が確定する制度であるところ、

申告納税に係る最高裁判例において「申告納税の所得税にあつては、納税義務

者において一たん申告書を提出した以上、その申告書に記載された所得金額が

真実の所得金額に反するものであるとの主張、立証がない限り、その確定申告

にかかる所得金額をもつて正当のものと認めるのが相当である」（最高裁第二

小法廷昭和 39 年２月７日判決）と判示されていることから、申告納税制度に

おいては、申告書に記載された内容が真実に反するものであるとの主張、立証
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は納税義務者が行うべきであると解される。 

    上記関税法の規定等及び最高裁判例に鑑みると、関税の更正の請求において

は、自ら計上記載した申告書をいったん提出した以上、その申告書に記載され

た事項が真実に反するものであるとの立証責任は、更正の請求をする者にある

と解される。 

    したがって、以下、審査請求人から提出された証拠から、更正の請求を認め

るべき事実が存在するか検討する。 

  ⑵ 本件各貨物の関税率表適用上の所属区分について 

   イ 関税率表における物品の所属の決定方法について 

     関税率表における物品の所属は、通則の規定に従って行われる。 

     また、関税率表は、「商品の名称及び分類についての統一システムに関す

る国際条約」（昭和 62 年 12 月 15 日条約 14、昭和 63 年１月１日発効。以下

「ＨＳ条約」という。）に基づき制定されたものであるところ、同条約に基づ

き設置された統一システム委員会が、統一システムの解釈のために起案し、

同条約に定められた手続により承認された解説書である Explanatory Notes

を基にして、財務省関税局長通達である関税率表解説が制定されている。 

     関税率表の解釈に当たっては、下級審判決例において、「右条約は、その前

文において、種々の国際貿易関係者の使用に適する関税及び統計に関する統

合された品目表により、国際貿易に関する統計の収集、比較及び分析を容易

にすることを制定の目的の一つとすることを規定している。そのため、締約

国は自国の関税率表における品目表及び統計品目表を統一システムに適合

させることを義務づけられており（同条約三条一項）、これを受けて制定さ

れた関税率表は、ＨＳ条約の趣旨に従い、統一システムの統一的な解釈及び

適用を確保するように解釈される必要がある」（平成６年９月 28 日神戸地裁

判決）と判示されているとおり、関税率表は統一システムの統一的な解釈及

び適用を確保するように解釈されなければならないから、関税率表における

物品の所属を決定するに当たってはExplanatory Notesを基にした関税率表

解説の規定にも当てはめて検討する必要がある。 

   ロ 本件各貨物原体の関税率表上の所属区分について 

    (ｲ) 本件貨物１の主成分であるＪ原体は、製造仕様書によれば、有効成分Ｊ

のみからなるものであり、ヘテロ原子として窒素のみを有する複素環式化

合物であるから、他の物品を加えない限り、関税率表第 29 類注１⒜の「化

学的に単一の有機化合物（不純物を含有するかしないかを問わない）」に

該当し、関税率表第 29 類（第 29.33 項）に所属するものと認められる。 

    (ﾛ) 本件貨物２の主成分であるＭ原体は、製造仕様書によれば、有効成分Ｍ

のみからなるものであり、ベンゼン環等を含有するカルボキシアミド官能

化合物であるから、他の物品を加えない限り、関税率表第 29 類注１⒜の

「化学的に単一の有機化合物（不純物を含有するかしないかを問わない）」
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に該当し、関税率表第 29 類（第 29.24 項）に所属するものと認められる。 

   ハ 本件各貨物が関税率表第 29 類に含まれる化合物であるかについて 

    (ｲ) 本件貨物１は、化学的に単一の有機化合物であるＪ原体に、Ｋ及びＬを

加えたものであり、また、本件貨物２は、化学的に単一の有機化合物であ

るＭ原体に、Ｋ及びＮを加えたものであることから、共に関税率表第 29 類

注１⒜に規定する「化学的に単一の有機化合物（不純物を含有するかしな

いかを問わない）」に該当しない。 

      関税率表第 29 類注１の柱書には「この類には、文脈により別に解釈さ

れる場合を除くほか、次の物品のみを含む」と規定されていることから、

本件貨物１及び２が関税率表第 29 類に含まれる貨物であるというために

は、同注１⒝～⒣の規定のいずれかに該当するものでなければならないと

ころ、本件貨物１及び２は、同注１⒝～⒠、⒢及び⒣の規定のいずれにも

該当しないことから、同注１⒡に規定する「⒜（中略）の物品で、保存又

は輸送のために必要な安定剤（固結防止剤を含む。）を加えたもの」に該当

することが認められなければならない。 

    (ﾛ) また、関税率表解説第 29 類総説（Ａ）により関税率表第 29 類の化合物

について準用される同解説第 28 類総説において、「安定剤（固結防止剤を

含む）」の添加量に関して「その添加量は目的を達成するための必要量を

超えないものとし、添加により性質を変え又は特定の用途に適するように

するものであってはならない。」と規定されており、Explanatory Notes に

おいても同様の旨が規定されている。 

    (ﾊ) 上記を踏まえると、同注１⒡の規定に基づき関税率表第 29 類に所属す

ることとなる化合物は、「化学的に単一な化合物」に「保存又は輸送のため

に必要な安定剤（固結防止剤を含む）」を加えたものであり、かつ、「その

添加量は目的を達成するための必要量を超えないもの」であると解される

ため、本件貨物１及び２が関税率表第 29 類に含まれる化合物と認められ

るためには、 

     ・ Ｊ原体及びＭ原体は保存又は輸送のために固結防止剤を添加する必要

性があること 

     ・ 本件各添加物が固結防止剤であり、その添加量は目的を達成するため

の必要量を超えないものであること 

     が確認できなければならない。 

      以下、これらの点について検討する。 

    (ﾆ) Ｊ原体及びＭ原体は保存又は輸送のために固結防止剤を添加する必要

性があるか 

     Ａ 審査請求人は、Ｊ原体及びＭ原体が固結する物質であることを示す証

拠として、Ｊ原体の見本（以下「本件原体サンプル１」という。）とＭ原

体の見本（以下「本件原体サンプル２」という。）を提出している。 
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       なお、審査請求人は本件原体サンプル１及び２のほか、本件貨物１の

見本（以下「本件貨物サンプル１」という。）及び本件貨物２の見本（以

下「本件貨物サンプル２」という。）を提出している。 

     Ｂ 本件原体サンプル１及び２は、それぞれ白色粉末を主体とするもので

あるが、一方で様々な大きさの球状の塊が複数確認できる。本件原体サ

ンプル１及び２の容器を強く振ると、当該塊の一部が砕けるため、強く

固結していない疑似固結の状態にあると認められ、更に振ることにより、

新たな球状の塊が生成されることから、本件原体サンプル１及び２は凝

集性が高い物質であると考えられる。 

       行審法第 34 条に基づき行った、Ｕ分析所長に対する本件原体サンプ

ル１及び２並びに本件貨物サンプル１及び２の成分等に関する鑑定依

頼により提出された分析試験成績書（以下「本件分析結果」という。）に

よれば、本件原体サンプル１は有効成分であるＪを主体とするもので純

度○パーセントのもの、本件原体サンプル２は有効成分であるＭを主体

とするもので純度○パーセントのものであることが確認できる。 

     Ｃ 関税率表第29類の化合物について準用される同解説第28類総説にお

いて「ある化学品にその本来の物理性状を保つために添加する物品もま

た安定剤とみなされる。（中略）上記の適用によりアンチケーキング剤

（anti-caking agent）は、この類の物品に添加してあってもさしつか

えない。」と規定されており、「アンチケーキング剤」とは「固結防止剤」

を意味するものであることに鑑みると、保存又は輸送において本来の物

理性状を保つことができない場合には固結防止剤を添加することが認

められるものと解される。 

       本件原体サンプル１及び２がどのような環境において保存又は輸送

された結果、一部が固まったものかは不明であるが、一般に凝集性の高

い粉末は流動性が悪く塊になりやすいものと考えられることから、粉末

の状態であるＪ原体及びＭ原体については、保存又は輸送の環境におい

て粉末の状態を良好に保つため固結防止剤を添加する必要性は認めら

れる。 

    (ﾎ) 本件各添加物は固結防止剤であり、その添加量は「目的を達成するため

の必要量を超えないもの」であるか 

     Ａ 本件貨物サンプル１及び２は、それぞれ白色粉末であり、本件原体サ

ンプル１及び２のように、球状の塊は確認できない。また、本件貨物サ

ンプル１及び２の容器を振っても新たな球状の塊は生成されないこと

から、本件原体サンプル１及び２に比べ、凝集性は低下しているものと

考えられる。 

       本件分析結果によれば、本件貨物サンプル１は、Ｊ原体と同じ有効成

分が○パーセント含まれており、その他の成分としてＶ、Ｗ、Ｘ及びＹ
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等から構成されるＺ不溶分を含有すること、結晶性物質としてＬを含有

することが確認でき、本件貨物サンプル２は、Ｍ原体と同じ有効成分が

○パーセント含まれており、その他の成分としてＶ、Ｘ、Ｙ及びａ等か

ら構成されるＺ不溶分を含有すること、結晶性物質としてｂ及びＮを含

有することが確認できる。 

       なお、本件貨物１及び２はＫを含有するものであるところ、本件分析

結果において本件貨物サンプル１及び２がＫを含有することは確認で

きていない。しかしながら、本件貨物サンプル１及び２の構成要素であ

るＺ不溶分にはＫの構成元素Ｘ及びＶが含まれていることから、Ｋが添

加されているとする前提には反しない。 

     Ｂ したがって、Ｊ原体は、Ｖ、Ｗ、Ｘ及びＹ等から構成されるＺ不溶分

を添加することにより、Ｍ原体は、Ｖ、Ｘ、Ｙ及びａ等から構成される

Ｚ不溶分を添加することにより、凝集性は低下するものと認められる。 

       しかしながら、このことをもって、直ちに、本件貨物１の添加物であ

るＫ及びＬの双方が、また本件貨物２の添加物であるＫ及びＮの双方が、

関税率表第 29 類注１⒡により添加が許容される固結防止剤であると認

めることはできない。 

     Ｃ 関税率表解説第 29 類総説において「この類には、この類の注１に定

めるものを除き、原則として、化学的に単一の化合物を分類する。」と規

定されているところ、化学的に単一の有機化合物に他の物品を添加した

化合物については、関税率表第 29 類注１に定めるものに該当しない限

り、原則として、関税率表第 29 類から除外される。 

 したがって、関税率表第 29 類注１⒡の規定「保存又は輸送のために

必要な安定剤（固結防止剤を含む。）を加えたもの」は、「化学的に単一

の有機化合物」には該当しないものの、例外的に関税率表第 29 類に含

まれる化合物に該当する物品を規定したものと解される。 

       加えて、「安定剤（固結防止剤を含む。）」の添加に関しては、上記⑵ハ

(ﾛ)のとおり、関税率表解説において「その添加量は目的を達成するた

めの必要量を超えないものとし、添加により性質を変え又は特定の用途

に適するようにするものであってはならない。」と明確に限定する要件

が規定されていることに鑑みると、添加物が関税率表第 29 類注１⒡に

より添加が許容される固結防止剤であるというためには、固結防止効果

が認められるだけでなく、その添加量は目的を達成するために必要な最

低限度の量であることが証拠から十分確認できなければならない。 

       上記を踏まえ本件各添加物について検討する。 

     Ｄ 本件添加物１－１及び本件添加物２－１であるＫについては、製造者

資料により、粉体の粒子を覆うことにより流動性を改善する他、吸湿、

再結晶化、融着等による固結を防止する効果があると説明されているほ
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か、また、一般に、農薬製剤に対して、物性（流動性）改良剤や固結防

止剤として使用されることが確認できる（日本農薬学会農薬製剤・施用

法研究会編「農薬製剤ガイド」）。 

     Ｅ 本件添加物１－２であるＬ及び本件添加物２－２であるＮについて

は、審査請求人から農薬原料に対し固結防止剤として使用されることが

確認できる証拠の提出はない。審査請求人は、Ｌ及びＮにはＫのような

固結防止効果はなく、一定量のＫと共に用いることにより固結防止効果

を得られ、有効成分の粒子間に存在することで固結防止の効果を発揮す

ること、添加物をＫのみにするとコスト面等において支障があり、Ｌや

Ｎのみにすると、固結防止効果を得るため大量の添加が必要になり有効

成分よりも高濃度になってしまい農薬製剤の製造に支障をきたすと考

えられることを主張する。 

       しかしながら、Ｌ及びＮが農薬原料等に対し固結防止剤として使用さ

れる証拠や、本件貨物１及び２に添加されているＫだけでは期待する固

結防止効果が得られず、Ｌ及びＮの添加が必要であることを示す証拠の

提出がないため、Ｌ及びＮは固結防止剤であるとの審査請求人の主張を

採用することはできない。 

     Ｆ 審査請求人は本件各添加物の添加量について、期待する固結防止効果

を得られる最低量であることや添加物を必要以上に添加することは有

効成分量が低くなり余計なコストがかかるため、あらゆる面からコスト

削減に努めている当社の現状に反する等主張する。 

       しかしながら、本件貨物１及び２について添加物の量を決定した際の

資料を含め、本件各添加物が目的を達成するために必要な最低限度の量

を超えていないことを示す証拠は何ら提出されていない。 

       したがって、審査請求人の主張を採用することはできない。 

     Ｇ なお、本件貨物１及び２の製造工程を見ると、本件各原体と本件各添

加物を混合した後に粉砕を行うこととなっており、審査請求人も本件各

添加物が粉砕助剤として機能することを認めている。 

       この点について各税関長は、粉砕助剤として機能する本件各添加物を

添加することは、特定の用途に適用するようにするものであるため、関

税率表第 29 類注１⒡の規定「保存又は輸送のために必要な安定剤（固

結防止剤を含む。）を加えたもの」を超える調整を行ったものと認めら

れ、本件貨物１及び２は同注１⒡の規定を充足しないと主張する。 

       しかしながら、関税を課する場合の基礎となる貨物の性質及び数量は、

当該貨物の輸入申告の時における現況によることからすれば、化学的に

単一な化合物に添加物が加えられた物品について、その添加物が同注１

⒡において添加が許容される固結防止剤と認められるか否かについて

は、原則として、輸入申告の時における添加物の機能や添加量により判
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断すべきであるから、当該物品の製造時に、当該添加物が粉砕助剤とし

て機能したとしても、直ちに同注１⒡において添加することが許容され

る固結防止剤に該当しないと判断することはできない。 

   ニ 小括 

     以上のことから、本件各添加物は関税率表第 29 類注１⒡の規定により添

加が許容される固結防止剤と認めることはできないことから、本件各貨物を

関税率表第 29 類に所属する化合物と認めることはできない。 

  ⑶ したがって、審査請求人から提出された証拠からは、更正の請求を認めるべ

き事実が存在するとは認められないので、本件各処分１－１及び２に係る審査

請求には理由がない。 

 

 ３ 本件各事前教示回答書について 

  ⑴ 審査請求人は、更正の請求をする理由を「適用税番・税率の誤り」としてお

り、当該理由の基礎となる事実を証明する書類として、本件各更正請求１につ

いては本件事前教示回答書１と平成 12 年事前教示回答書を添付し、本件各更

正請求２については本件事前教示回答書２を添付している。 

  ⑵ しかしながら、照会貨物１及び２に添加された鉱物質微粉等の添加目的は固

結防止のためとされている一方で、本件各添加物は、上記２（２）ニのとおり

関税率表第 29 類注１⒡の規定により添加が許容される固結防止剤と認めるこ

とはできない。 

    したがって、本件各貨物は本件各事前教示回答書の内容に合致する貨物とい

うことはできないことから、本件各事前教示回答書の回答内容は、本件各処分

の適否に影響を与えない。 

  ⑶ なお、審査請求人は、事前教示照会に対する回答書の内容が過去に通関した

貨物の関税率表適用上の所属区分についてまで確定させるものではないので

あれば、如何なる理由により事前教示回答に基づき行った修正貨物に係る修正

申告を受け付けたのかと主張するが、当該修正申告は審査請求人自身の判断と

責任において行われたものであり、また、修正貨物と本件各貨物は異なる貨物

であり別の事案であることから、当該修正申告がされていることは、本件各処

分の適否に影響を与えない。 

 

第５ 結論 

   以上のとおり、Ｂ出張所長が行った通知番号２の処分に対する審査請求は不適

法であるから、行審法第 45 条第１項の規定により、却下されるべきであり、ま

た、本件各処分１－１及び２に対する審査請求には理由がないから、行審法第 45

条第２項の規定により、棄却されるべきである。 


